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１．17年３月期の連結業績(平成16年４月１日～平成17年３月31日)

（1）連結経営成績

17年３月期 2,803,699 13.3 467,237 84.2 460,684 111.0

16年３月期 2,473,725 1.9 253,605 72.7 218,372 108.6

　　　 円　銭 　　　 円　銭 　　　　　　％ 　　　　　　％ 　　　　　　％

17年３月期 160,057 49.8 273.97 262.90 18.7 12.5 16.4

16年３月期 106,872 570.0 185.84 － 15.9 5.8 8.8

（2）連結財政状態

17年３月期 3,656,389 968,614 26.5 1,652.31

16年３月期 3,724,441 746,298 20.0 1,289.54

（3）連結キャッシュ･フローの状況

17年３月期 462,535 △  109,518 △  369,873 59,866

16年３月期 357,077 △  135,068 △  229,258 77,178

（4）配当状況

中間 期末

　　　 円　銭 　　　 円　銭 　　　 円　銭        百万円 　　　　　　％ 　　　　　　％

17年３月期 45.00 0.00 45.00 26,366 16.4 2.7

16年３月期 30.00 0.00 30.00 17,592 16.1 2.4

（5）連結範囲及び持分法の適用に関する事項

　　 連結子会社数  226社　　持分法適用非連結子会社数   １社　　持分法適用関連会社数   42社

（6）連結範囲及び持分法の適用の異動状況

　　 連　結　（新規）29社　（除外）30社　　持分法　（新規）７社　（除外）５社

２. 18年３月期の連結業績予想(平成17年４月１日～平成18年３月31日)

　

中 間 期 1,450,000 240,000 230,000 140,000

通　　期 3,120,000 520,000 500,000 290,000

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)　　494円 96銭 

　※上記の予想に関する事項は、添付資料の11ページをご参照下さい。

１株当たり年間配当金(単独) 配当金総額
(単独・年間)

配当性向
(連結)

株主資本配当率
(連結)

１株当たり株主資本

売 上 高
経常利益率

(注)期末発行済株式数(連結)17年３月期　585,908,711株　16年３月期　578,728,187株

　　　　　　百万円 　　　　　　百万円 　　　　　　   ％

　　　　　　百万円　　　　　　百万円 　　　　　　百万円 　　　　　　百万円

　　　　　　百万円 　　　　　　百万円 　　　　　　百万円 　　　　　　百万円

　　　　　　百万円　　　 ％ 　　　　　　百万円　　　 ％ 　　　　　　百万円　　　 ％

　　　　　　百万円　　　 ％

総 資 本
経常利益率

平成17年５月12日

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益 当 期 純 利 益

　　　　 　円　 銭

(注)①持分法投資損益　　　17年３月期   14,325百万円  16年３月期    6,498百万円

　　②期中平均株式数(連結)17年３月期　582,364,749株　16年３月期　575,057,761株

当 期 純 利 益

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益

総    資    産 株  主  資　本  株主資本比率

　　④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

　　③会計処理の方法の変更　有

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金
同等物期末残高
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１.企業集団の状況

　　ＪＦＥグループを構成している当社および事業会社ならびに主要な関係会社の位置づけは以下のとおりであります。

ｴﾇｹｰｹｰ条鋼㈱       (100.0%)
ﾀﾞｲﾜｽﾁｰﾙ㈱          (73.6%)
豊平製鋼㈱          (51.3%)
東北ｽﾁｰﾙ㈱          (87.5%)

鋼材加工品、原材料等の製造・販売
JFE鋼管㈱            (99.7%） JFE継手㈱　　　　　　       (82.4%)
JFEｹﾐｶﾙ㈱           (100.0%） JFE炉材㈱                   (98.7%)
JFE建材㈱            (94.9%） ﾘﾊﾞｰｽﾁｰﾙ㈱                  (90.0%)
JFE鋼板㈱            (98.4%） JFE鋼材㈱                   (94.5%)
JFE精密㈱           (100.0%) ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ･ｽﾁｰﾙ･ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰｽﾞ･ｲﾝｸ*(50.0%)
JFEｺﾝﾃｲﾅｰ㈱          (54.4%) ﾀｲ･ｺｰﾙﾄﾞ･ﾛｰﾙﾄﾞ･ｽﾁｰﾙ･ｼｰﾄ･
日本鋳造㈱*          (42.2%) ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ*      (38.4%)
JFEﾐﾈﾗﾙ㈱            (96.5%) ﾀｲ･ｺｰﾃｯﾄﾞ･ｽﾁｰﾙ･ｼｰﾄ･
水島合金鉄㈱         (93.8%) ｶﾝﾊﾟﾆｰ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ               (81.4%)

商社、運輸・倉庫、製鉄所内の保全・工事、ﾕｰﾃｨﾘﾃｨ供給等

JFE商事ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱* (39.6%） JFE物流㈱                   (83.7%)
福山共同火力㈱*      (50.0%) JFEﾒｶﾆｶﾙ㈱                  (93.8%)
水島共同火力㈱*    　(50.0%) JFE電制㈱　                (100.0%)

ｼﾞｪｺｽ㈱*             (39.4%) JFEｼｽﾃﾑｽﾞ㈱                 (67.7%)
JFEｼﾋﾞﾙ㈱           (100.0%) ㈱ｴｸｻ*                      (49.0%)
JFEﾗｲﾌ㈱             (99.9%) JFEﾃｸﾉﾘｻｰﾁ㈱               (100.0%)
川鉄橋梁鉄構㈱      (100.0%) ㈱JFEｻﾝｿｾﾝﾀｰ*　　　　 　  　(40.0%)

〈土木・建築〉 〈船舶〉
JFE工建㈱           (100.0%） 　ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙ造船㈱*           （50.0%)
〈水道管〉 〈環境ﾘｻｲｸﾙ〉
日本鋳鉄管㈱*      　(29.3%)　 　JFE環境㈱                （80.0%)
〈機械・ﾌﾟﾗﾝﾄ〉            
  ｽﾁｰﾙﾌﾟﾗﾝﾃｯｸ㈱*      (25.6%)
  JFEﾌﾟﾗﾝﾄ&ｻｰﾋﾞｽ㈱   (100.0%)

　上記に記載した会社の他、「８．セグメント情報」において、「消去又は全社」に含めている連結子会社が２社

（JFE技研㈱(100.0%)、㈱JFEﾌｧｲﾅﾝｽ(100.0%))あります。

その他鉄鋼関連

電炉・条鋼

ＪＦＥｴﾝｼﾞﾆｱ
ﾘﾝｸﾞ㈱
(100.0%)

需
　
要
　
家

Ｊ
Ｆ
Ｅ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
株
式
会
社

川崎ﾏｲｸﾛｴ
ﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱
（99.7%）

ＬＳＩ事業（連結子会社3社）

都市開発事業（連結子会社3社）

鉄鋼事業（連結子会社194社、持分法適用会社37社）

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業（連結子会社24社、持分法適用会社6社）

Ｊ
Ｆ
Ｅ
ス
チ
ー
ル
㈱

JFE都市
開発㈱

（100.0%）

(100.0%)
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（注） １．　　　 印は、製品・サービス等の流れを示しております。

２．*印は持分法適用会社、その他は連結子会社であります。

３．（　）内は議決権の所有割合を示しており、間接所有割合を含んでおります。

４．前頁に記載した会社のうち、国内の証券市場に上場している会社は、以下のとおりであります。

  　豊平製鋼㈱         （札証） ｼﾞｪｺｽ㈱            （東証１部）

　　JFEｺﾝﾃｲﾅｰ㈱        （大証２部）JFEｼｽﾃﾑｽﾞ㈱        （東証２部）

    日本鋳造㈱         （東証２部）日本鋳鉄管㈱       （東証１部）

　　JFE商事ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱（東証１部、大証１部）

５．JFEﾃｸﾉﾘｻｰﾁ㈱は、鋼管計測㈱、川鉄ﾃｸﾉﾘｻｰﾁ㈱および日本鋼管ﾃｸﾉｻｰﾋﾞｽ㈱が、平成16年10月１日に統合し発足したもの

　　であります。

６．JFEｼｽﾃﾑｽﾞ㈱は、川鉄情報ｼｽﾃﾑ㈱が平成16年12月１日に会社名を変更したものであります。

７．ｴﾇｹｰｹｰ条鋼㈱は、平成17年４月１日にJFE条鋼㈱に会社名を変更しております。

８．JFE鋼管㈱は平成17年３月31日に解散を決議し、平成17年４月１日にJFEスチール㈱が委託していた東日本製鉄所（京浜

　　地区）の溶接管製造事業を同社に、溶接管販売事業をJFE鋼管建材㈱にそれぞれ営業譲渡しております。なお、JFE鋼管

　　建材㈱は、平成17年４月１日にJFE鋼管㈱に会社名を変更しております。
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２．経営方針 
 

（１）経営の基本方針 

       

 ＪＦＥグループは、「常に世界最高の技術をもって社会に貢献する」ことを企業理念に掲げ、強固

な営業基盤、高度な技術力、最強・最効率の製鉄所・製作所等を活かした最高水準の競争力を実現

し、変化に対して挑戦し続ける革新的な企業文化の創造により、「顧客ニーズへの世界規模での対応

力強化」「株主・資本市場からの高い評価の獲得」「従業員にとって魅力に富み働きがいのある職場

の提供」「地球環境・地域社会への貢献」を実現し、持続性の高いエクセレントカンパニーを目指し

てまいります。    

 

（２）利益の配分に関する基本方針   

 

   当社は、株主への利益還元を最重要経営課題のひとつと考えており、グループ全体としての経営

基盤強化のための内部留保との調和を図りつつ、業績動向を勘案し、配当を実施してまいります。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略および対処すべき課題 

 

ＪＦＥグループは、平成 17 年度（2005 年度）までのグループ全体の事業運営の指針となる第１

次中期経営計画を平成 15 年 1 月に策定しております。本計画の着実な実行により、安定した収益

力の早期確立に加え、資産圧縮と投資厳選も併せてキャッシュ・フローを拡大し、財務上の最大の

課題である有利子負債削減を積極的に推進することにより、経営基盤の強化を図ってまいります。 

各事業におきましては、事業分野毎の特性に応じた最適な業務執行により競争力を強化し、強靭

な事業構造を構築してまいります。 

当期におきましては、第１次中期経営計画で狙いとしました主要な連結財務目標（経常利益・売

上高経常利益率（ROS）・総資産金利前経常利益率（ROA）・有利子負債残高・株主資本など）につ

きまして、1 年前倒しで達成することができましたが、財務体質の一層の健全化をはじめとしまし

て、さらに強靭な事業構造の構築に向けまして、引き続き努力してまいる所存です。 

各事業におきましては、事業の特性に応じた以下の諸施策を実施してまいります。 

 

【連結財務目標】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標

　　　経常利益 ２，５００億円

JFEｽﾁｰﾙ ２，３００億円

JFEｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ １６０億円

　　　売上高経常利益率（ＲＯＳ） 10%

JFEｽﾁｰﾙ 11%

JFEｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 4%

9%

総資産残高 ３兆４，６００億円

有利子負債残高 １兆６，０００億円

株主資本 ８，３００億円

平成１７年度

　　　総資産金利前経常利益率（ＲＯＡ）

（２００５年度）
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【各事業の主要施策】 

 

・鉄鋼事業 

個々のライン能力を最大限に発揮するとともに、原料、生産、出荷、物流の各分野におけ

る基盤を整備することによって経営資源の効率性を追求してまいります。また、お客様のニ

ーズに応えうるオンリーワン、ナンバーワン商品・技術の創造を通じて、付加価値の向上に

努めるなど、いかなる事業環境の下でも安定した収益を確保できる世界屈指のグローバルプ

レーヤーを目指してまいります。グループ戦略につきましても、各事業における更なる競争

力強化および優位性の確保により収益基盤を磐石なものとしてまいります。海外展開につき

ましては、今後ますます旺盛な海外需要に対し、中長期的な視野に立って、国際垂直分業を中

心とした戦略を推進してまいります。すなわち、中国広州市における自動車用溶融亜鉛鍍金鋼

板の製造設備の建設や高炉一貫プロジェクトの事業化調査など将来に向けた諸施策を慎重に実

施してまいります。また、需給逼迫により価格が高騰している原料の長期安定確保を目的とし

て、海外の原料サプライヤーに対する供給力向上のための投資や提携等も積極的に進めてまい

ります。 

 

・エンジニアリング事業 

市場構造や顧客構造が変貌する中で、既存事業については、さらなる技術力の向上、市場の

ニーズに合った新商品の投入、徹底的な生産性の向上により事業規模を維持するとともに、新

規事業の開拓、海外事業の強化により業容の拡大を図ってまいります。 

 

・都市開発事業 

｢横浜山の内開発プロジェクト｣において、住宅開発事業の着実な推進および非住宅事業のス

キームの構築を図るとともに、分譲マンション事業における収益確保に努めてまいります。 

 

・ＬＳＩ事業 

競争が激化しているデジタル・コンシューマー分野での価格競争力を確保する一方、ネット

ワーク向けなどの分野での新たな事業開拓に努めてまいります。 

                                              

また、ＪＦＥ技研㈱におきましては、主としてＪＦＥスチール㈱およびＪＦＥエンジニアリン

グ㈱からの共通技術分野の受託研究の早期完遂を通じてグループの収益向上に貢献するとともに、

将来を担いうる次世代技術の開発に取り組んでまいります。 

 

さらに、環境保全につきまして、これまで培ってきた鉄鋼・エンジニアリングの技術を総合的・

相乗的に発揮し、温暖化・資源循環・エネルギーなど、地球環境の諸問題の解決に取り組み、環

境と調和した豊かな社会づくりを目指してまいります。 

 

なお、ＪＦＥスチール㈱は、東日本製鉄所千葉地区の排水に関し、水質汚濁防止法違反容疑で、

昨年 12 月以降、千葉地方検察庁および千葉海上保安部の捜査を受けております。また、本年 3

月、千葉市より同法に基づく改善命令を受けました。 

関係各方面の方々には多大なるご心配ご迷惑をおかけし、心よりお詫び申し上げます。 

ＪＦＥグループといたしましては、環境管理体制の抜本的立て直しを行なうとともに、管理

運営面および設備面における再発防止策に全力で取り組み、社会的信頼の回復に努めてまいり 
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ます。 

 

ＪＦＥグループは、今一度グループ全体のコンプライアンスを徹底した事業・営業活動を行な

うとともに、環境、安全等への取り組みの強化を図り、経営の根幹にＣＳＲ（企業の社会的責任）

を据えた事業活動を推進することにより、真に 21 世紀のエクセレントカンパニー集団として更な

る発展を図ってまいります。 

 

（４）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

   

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

    持株会社体制にもとづき、グループ全体に対する一元的なガバナンスおよびコンプライアンス管 

理をはかるとともに、各事業会社による事業分野ごとの特性に応じたマネジメントを実施すること 

により、グループ連結経営の強化を進めてまいります。 

持株会社であるＪＦＥホールディングス㈱は、全グループの戦略機能を担い、全グループの

リスク管理と対外説明責任を負うスリムなグループ本社としての業務を遂行しております。 

 

②コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

(ⅰ)経営体制及びコンプライアンス体制の関係図 

JFEﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

JFEｽﾁｰﾙ

ｸﾞﾙｰﾌﾟ会社

株主総会

取締役会
（取締役6名）

ＣＥＯ
（社長）

経営会議

監査役・監査役会
監査役4名

内社外監査役2名

　ｸﾞﾙｰﾌﾟｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会
　　委員長：JFEﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ社長

執行役員内部監査組織

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会

取締役会

執行役員

ＣＥＯ
(社長）

経営会議

内部監査組織

ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ委員会

監査役・監査役会

経営
体制

ｺﾝﾌﾟﾗ
ｲｱﾝｽ
体制

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
横断会議体

環境
技術開発
ＩＴ

その他の事業会社

　　　は指示、情報の伝達をあらわす。
　　　　　　　は執行体制をあらわす。

会計監査人

会計監査人
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（ⅱ）経営体制・内部統制 

a)会社の機関 

当社およびグループを構成する各社は、監査役制度を採用しております。現在、当社の取締役

は 6 名、監査役は 4 名（うち社外監査役 2 名）であります。事業に精通した取締役が取締役会を

構成することにより、業務執行に対する適切な監督機能を発揮するとともに経営効率の維持・向

上に努めており、社外監査役を含む監査役会が、経営を監視し、その健全性強化に努めておりま

す。 

また、ＪＦＥホールディングス㈱・ＪＦＥスチール㈱・ＪＦＥエンジニアリング㈱および川崎

マイクロエレクトロニクス㈱では、経営意思決定と業務執行の分離による権限・責任の明確化、

および執行の迅速化を実現するため、執行役員制を採用しております。 

 

b)重要事項の決定 

グループを構成する各社の重要事項につきましては、各社規程により明確な決定手続きを定め

ており、グループとしての経営に関わる重要事項につきましては、ＪＦＥホールディングス㈱に

おきまして、最終的に審議・決定を行う体制としております。 

具体的には、各事業会社では、自社および傘下グループ会社の重要事項につき、ＪＦＥホール

ディングス㈱では、自社・事業会社およびグループ会社の重要事項につき、経営会議等での審議、

取締役会での決定を行っております（ＪＦＥホールディングス㈱・ＪＦＥスチール㈱・ＪＦＥエ

ンジニアリング㈱では、経営会議を 2回程度/月開催、取締役会を 1～2回/月開催）。 

 

c)内部統制・リスク管理体制等 

ＪＦＥグループにおきましては、品種・事業ごとの戦略策定と収益管理の一元化による最適な

品種・事業運営を狙いとしまして、ＪＦＥスチール㈱におきましては品種セクター制を、ＪＦＥ

エンジニアリング㈱では事業部カンパニー制を採用しております。グループ共通の環境、技術開

発、ＩＴの課題につきましては、グループ横断会議体を設けて審議しております。 

適正な業務執行および財務報告の正確性を確保するために、各種社内ルールを設定し、職務権

限と責任を明確化しております。 

リスクマネジメントに関わる課題につきましては、各社各部門の業務執行におきまして、担当

執行役員等がリスク管理上の課題を洗い出すことに努めており、重要な課題につきましては、必

要な都度、経営会議等で対応方針を審議する体制をとっております。 

また、秘密情報につきましては、グループの各社内、グループ各社間に関する守秘区分を設定

し、管理基準を明確化するとともに、外部からの不正アクセスの防止措置を講じる等情報システ

ム面からの情報の管理・保護体制を強化しております。個人情報の保護につきましても、個人情

報保護法の趣旨にもとづきまして、グループ全体での取り組みについて規程化するとともに、管

理体制の充実をはかりました。 

 

d)内部監査および監査役監査、会計監査の状況 

内部監査につきましては、当社(2 名)および主要な事業会社(計 15 名)並びに重要なグループ会

社に内部監査組織を設置し、各社の業務運営に対する監査を実施するとともに、相互に情報共有

化を図ることで、グループ全体の内部監査体制の充実を図っております。 

監査役監査については、社外監査役 2 名を含む監査役 4 名の体制で、取締役会および経営会議

その他の重要会議に出席するほか、定例的に取締役等から業務報告を聴取し、必要に応じ子会社

等から事業の報告を受けるなどにより、取締役の職務の執行を監査しております。また、当社、
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事業会社およびグループ会社の監査役は相互に情報交換を行い連携を図っております。 

内部監査部門、監査役および会計監査人は、監査計画、監査結果の報告等の定期的な打合せを

含め、必要に応じ随時情報交換を行い相互の連携を図っております。 

会計監査につきましては、新日本監査法人を選任しております。業務を執行した公認会計士の

氏名、所属する監査法人は次の通りです。 

 
e)会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係 

該当する事実はありません。 

 

（ⅲ）コンプライアンス体制 

   企業の社会的責任の基礎をなすコンプライアンスにつきましては、企業理念や行動規範にもと

づいた、経営の最重要事項の一つとして位置付けております。法令の遵守はもとより、社会のル

ール全般について尊重し、社会を構成する一員としての社会的責任を果たすことに努めてまいり

ます。 

企業理念・行動規範にもとづいた企業活動を実践するための指針としまして、「ＪＦＥグループ

企業行動指針」を制定し、企業倫理の徹底について、ＪＦＥグル－プ役員・社員に対する周知徹

底を図っています。 
コンプライアンスに関わる、グループの基本方針や重要事項の審議、実践状況の監督を目的と

しまして「ＪＦＥグループコンプライアンス委員会」を設置し（委員長：社長、1回/3 ｶ月程度の

開催実績）、コンプライアンスに沿った事業活動を推進・監督する体制を整備しております。ＪＦ

Ｅスチール㈱、ＪＦＥエンジニアリング㈱等の各事業会社におきましても、コンプライアンス委

員会の体制を同様に整備しております。 

また、コンプライアンスに関わる重要情報が現場から経営トップに直接伝わる制度（『企業倫理

ホットライン』）を導入しております。 

なお、JFEスチール㈱におきましては、平成 17年 4月に CSR室を設置し、コンプライアンス・
環境・安全・人権・労働等の諸課題に対して、企業理念の観点からの取り組みを強化することと

しました。また、コンプライアンス面を含めました環境に対する取り組みを強化するため、JFE
スチール㈱の本社および製鉄所それぞれに、独立した環境管理部組織を設置するとともに、内部

監査部門による環境監査の体制も整備いたしました。 

 

  ③取締役・監査役報酬等の内容（単独） 

                  （単位：千円） 

区分 当期支払額 

取締役 １８８，１２２ 

監査役 ６０，７７０ 

   

 

 

 

　指定社員　業務執行社員 吉田　　治
　指定社員　業務執行社員 鳥家　秀夫
　指定社員　業務執行社員 氏原　修一
　指定社員　業務執行社員 谷上　和範

新日本監査法人
新日本監査法人

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人
新日本監査法人
新日本監査法人
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④会計監査人に対する報酬等の額 

                           （単位：千円） 

① 当社及び当社の連結子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の合計額 ３７１，００２

② 上記①の合計額のうち、公認会計士法（昭和 23 年法律第 103 号）第 2

条第 1項の業務の対価として支払うべき報酬等の合計額 

３６３，９４６

③ 上記②の合計額のうち、当社が支払うべき会計監査人としての報酬等

の額 

２１，４８０

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、株式会社の監査等に関する商法の特例に

関する法律に基づく監査と証券取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的

にも区分できないため、③の金額にはこれらの合計額を記載いたしております。 

 

 

（５）親会社等に関する事項 

当社は親会社等を有しておりません。 
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３．経営成績および財政状態 

（１）当期の概要 

当期におけるわが国経済は、企業業績の改善により設備投資が昨年に引き続き堅調に推移するな

か、雇用情勢が改善し、個人消費も底堅く推移するなど、景気は緩やかな回復基調を示してまいり

ました。 

このような経済環境のなか、ＪＦＥグループは「世界最高の技術をもって社会に貢献します」と

いう経営理念をもとに、長期的な視野に立ち、持続的な成長が望める体制作りに邁進してまいりま

した。 

発足以来、事業別に会社を再編し、生産体制の再構築によるコスト競争力の向上、付加価値の高

い製品へのシフト、事業会社傘下グループ会社の統合や事業構造の転換など、さまざまな施策につ

きまして、戦略性と効率性を重視しスピード感を持って取り組み、収益拡大に向けてグループの総

合力が発揮できる体質への変革に努めてまいりました。 

事業別の当期の業績概況は以下のとおりです。 

鉄鋼事業におきましては、国内需要が公共投資の減少により土木向けが減少したものの、自動

車・造船など製造業向けを中心に引き続き高水準に推移し、輸出につきましても、アジア向けを中

心に引き続き堅調に推移いたしましたことから、当期の連結粗鋼生産量は 3,128 万トンと、前期に

比べ増加いたしました。 

売上高につきましては、販売数量の増加および世界的に堅調な鋼材需要を背景とする鋼材価格の

改善により、売上高は 2兆 4,217 億円と、前期に比べ増収となりました。 

経常利益につきましては、原料価格の急騰などの大幅な減益要因がありましたものの、設備稼働

率の向上等による大幅なコスト削減や、海外における戦略的提携関係を通じた輸出先確保ならびに

グループを挙げてオンリーワン、ナンバーワン商品の開発や企業体質の改善に取り組むなどの収益

基盤の強化に努めてまいりました結果、経常利益は 4,503 億円と、前期に比べ増益となりました。 

 

エンジニアリング事業におきましては、厳しい事業環境の中で、固定費の削減はもとより、新商

品や新規事業の開拓および海外事業の強化を図ってまいりました。その結果、環境事業の売上高増

加の影響もあり、受注高は 3,598 億円、売上高は 3,515 億円、経常利益は 87 億円となり、前期に比

べ増収・増益となりました。 

 

都市開発事業におきましては、分譲マンションの引渡しの増加により、売上高は 315 億円、経常

利益は 22 億円と前期に比べ増収・増益となりました。 

 

ＬＳＩ事業におきましては、デジタルカメラ向け製品の売上減少が影響し、売上高は 360 億円、

経常利益は 18 億円と前期に比べ減収・減益となりました。 

以上の結果、当期の連結業績につきましては、売上高は 2兆 8,036 億円となり、営業利益は 4,672

億円、経常利益は 4,606 億円と、前期に比べそれぞれ増加いたしました。 

なお、グループの財務体質の改善とバランスシートの透明性向上のために、「固定資産の減損に

係る会計基準」を当期より適用することといたしました。これに伴い、固定資産減損損失 753 億円

を特別損失として計上いたしましたこと等から、税金等調整前当期純利益は 3,036 億円となり、当

期純利益は 1,600 億円となりました。 
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当期の期末配当金につきましては、前期に比べ 1株につき 15 円増配の 45 円とする案とさせてい

ただきました。 

当期のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローが 4,625 億円の

収入であったのに対し、投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得を中心として 1,095  

億円の支出であったことから、これらを合計した当期のフリー・キャッシュ・フローは 3,530 億円

の収入となりました。このフリー・キャッシュ・フローおよび手持現預金の一部を原資として、借

入金の返済、社債の償還、配当金の支払等を行ったことから、財務活動によるキャッシュ・フロー

については 3,698 億円の支出となりました。 

この結果、当期末の借入金・社債等の残高は前期末に比べ 3,907 億円減少し、1 兆 4,467 億円と

なり、現金及び現金同等物の残高は前期末に比べ 173 億円減少し、598 億円となりました。 

 

（２）次期の見通し 

  

  今後のわが国経済は、緩やかな回復基調にあるものの、原燃料価格の上昇や中国・米国経済

の動向等、先行きについては不透明な状況が予想されます。 

 

次期の見通しにつきましては、鉄鋼事業は、原料価格が未曾有の大幅な上昇となるなど収益悪化

要因があるものの、鋼材販売価格の改善や増産、コスト削減の効果を見込み、経常利益は増益とな

る見通しであります。エンジニアリング事業は、厳しい事業環境が継続するものと想定され、コス

ト削減効果を見込むものの、当期に比べ減収・減益となる見通しであります。都市開発事業は、分

譲マンションの安定的供給により、売上・利益ともほぼ当期並みとなる見通しであります。ＬＳＩ

事業は、デジタル家電向け ASIC の販売数量増による増収を見込むものの、価格の低下により減益の

見通しであります。 

  

この結果、次期の連結業績見通しは、売上高は 3 兆 1,200 億円と 10％の増収が見込まれ、営業

利益 5,200 億円、経常利益 5,000 億円と、当期を上回る見通しであります。また、当期計上しまし

た固定資産減損損失等がなくなることから、当期純利益は 2,900 億円と大幅に増加する見通しであ

ります。 

また、フロー収益に加え、資産圧縮によりキャッシュ・フローの極大化を積極的に推進してまい

ります。この結果、連結ベースでの借入金・社債残高は 1兆 2,300 億円となり、当期末残高に比べ、

2,200 億円程度減少する見通しであります。 

 

  

  （注）上記の見通しにつきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報および将来の業績に影響を 

      与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様      

々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 
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（３）キャッシュ・フロー指標およびその他の財務指標 
 

    

（注）売上高経常利益率(ROS)      ：経常利益／売上高 

総資産金利前経常利益率(ROA)   ：(経常利益-支払利息)／総資産(*1) 

借入金・社債等残高       ：借入金、社債、コマーシャル・ペーパーの合計値 

Ｄ／Ｅレシオ                 ：借入金・社債等残高／株主資本 

株主資本比率          ：株主資本／総資産 

時価ベースの株主資本比率    ：株式時価総額(*2)／総資産 

債務償還年数          ：借入金・社債等残高／営業キャッシュ・フロー(*3) 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー（*3）／利息の支払額(*4)    

*1.（期首総資産＋期末総資産）÷２                         

*2.期末株価終値×期末発行済株式数により算出。                         

*3.連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロー。  

*4.連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額。 

※当社は、平成 14 年９月 27 日設立のため、平成 14 年３月期以前についての指標はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成13年3月期 平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期

売上高経常利益率(ROS） 4.3% 8.8% 16.4%

総資産金利前経常利益率(ROA） 3.7% 6.5% 13.1%

借入金・社債等残高 20,571億円 18,374億円 14,467億円

Ｄ／Ｅレシオ 346.0% 246.2% 149.4%

株主資本比率 15.5% 20.0% 26.5%

時価ベースの株主資本比率 22.5% 44.2% 47.9%

債務償還年数 8.5年 5.1年 3.1年

インタレスト・カバレッジ・レシオ 5.9倍 11.9倍 20.1倍
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（４）事業等のリスク 

ＪＦＥグループの事業および業績に関して、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、

以下のようなものがあります。 

 

① ＪＦＥグループの事業 

a.経済状況と販売市場環境 

ＪＦＥグループの国内鋼材販売は、建築・土木、自動車、産業機械、電気機械等各需要分野に広がって

おり、販売形態も多岐にわたっております。また、これら国内向けに加え、44％程度(ＪＦＥスチール㈱)

を海外に輸出しております。主な輸出先としましては、中国、韓国、アセアン向けが中心となっておりま

す。従いまして、国内の経済状況を背景とした鋼材需要動向とともに、中国や米国、アジア等世界経済の

状況を背景とした世界的な鋼材需要の動向が、当社グループの販売量および価格に影響を及ぼします。 

また、ＪＦＥグループは、各製品市場と地域市場において、競合他社との競争に直面しております。 

b.鉄鋼原料の需給状況 

ＪＦＥグループは、鋼材の原材料として鉄鉱石、原料炭、合金鉄・非鉄金属等を、主として輸入によ

り調達しております。従いまして、これらの世界的な需給の状況が業績に影響を及ぼします。 

c.また、収益の変動要因には、下記のような要因が含まれます。 

 ・新製品・研究開発の状況 

 ・設備投資効果の発揮状況 

 ・コスト削減の状況 

 ・製造設備・システムの安定操業状況 

 ・需要家への製品供給に関する状況(品質を含む) 

 ・その他災害等当社グループが予期できない障害等 

 

② 為替レートの変動 

ＪＦＥグループは、為替レートの変動の影響を受けます。為替レートの変動は、主として外貨建ての製

品輸出と原材料輸入取引による効果が相殺されますが、相殺されない部分は、ＪＦＥグループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。ＪＦＥスチール㈱における外貨建て取引は主としてドル建てで、当期のド

ル収支はおおよそ19億ドルの輸出超過であります。なお、為替予約等を利用したヘッジ取引を実施してお

ります。 

 

③ 金利の変動 

ＪＦＥグループは、金利変動の影響を受け、業績に影響を及ぼす可能性があります。なお、一部の借入

金について、金利スワップ等を利用したヘッジ取引を実施しております。 
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④ 公的規制 

ＪＦＥグループは、事業展開する各国において、輸出入規制等様々な政府規制の適用を受けており

ます。また、通商、特許、租税、その他の法規制の適用も受けております。 

 

⑤ 退職給付債務 

ＪＦＥグループの従業員退職給付費用および債務は、割引率等数理計算上で設定される前提条件や年金

資産の期待運用収益率に基づいて算出されております。実際の結果が前提条件と異なる場合、その影響は

累積され、将来にわたって規則的に認識されるため、一般的には将来期間において認識される費用および

計上される債務に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑥ 保有株式等の価値変動 

ＪＦＥグループが保有している株式等の価値が変動した場合は、ＪＦＥグループの業績と財務状況に影

響を及ぼす可能性があります。なお、当連結会計年度末に当社グループが保有する時価のある株式等の取

得原価は 966億円、連結貸借対照表計上額は 2,198億円であります。 

 

⑦ 固定資産の価値下落 

ＪＦＥグループが保有している固定資産について、時価下落・収益性の低下等に伴い資産価値が低

下した場合は、ＪＦＥグループの業績と財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 
 

＜連結＞
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４．連結損益計算書 

科      目 

前 連 結 会 計 年 度 

(自 平成15年４月１日至 平成16年３月31日) 
当 連 結 会 計 年 度 

(自 平成16年４月１日至 平成17年３月31日) 
増    減 

（経 常 損 益 の 部） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

売 上 高 2,473,725 100.0 2,803,699 100.0 329,974

（鉄  鋼  事  業） (    2,103,921) (    2,421,780)  (   317,859)

（エンジニアリング事業） (      339,445) (      351,552)  (    12,107)

（都 市 開 発 事 業） (       26,238) (       31,589)  (     5,351)

（Ｌ  Ｓ  Ｉ  事 業） (       40,488) (       36,066)  (△   4,422)

（消 去 又 は 全 社） (△     36,368) (△     37,290)  (△     922)

 売 上 原 価 △  1,918,334 △  2,042,751  △  124,417

 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 △    301,785 △    293,710  8,075

営 業 費 用 △  2,220,119 △  2,336,461  △  116,342

営

業

損

益

の

部 

営 業 利 益 253,605 10.3 467,237 16.7 213,632

 受 取 利 息 及 び 配 当 金 6,020 7,322  1,302

 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 6,498 14,325  7,827

 そ の 他 の 収 益 32,650 31,512  △    1,138

営 業 外 収 益 45,169 53,160  7,991

 支 払 利 息 △     28,296 △     21,767  6,529

 そ の 他 の 費 用 △     52,105 △     37,946  14,159

営 業 外 費 用 △     80,402 △     59,713  20,689

営

業

外

損

益

の

部 

営 業 外 損 益 △     35,232 △      6,553  28,679

 経 常 利 益 218,372 8.8 460,684 16.4 242,312

 （鉄  鋼  事  業） (      208,512) (      450,331)  (   241,819)

 （エンジニアリング事業） (        5,446) (        8,744)  (     3,298)

 （都 市 開 発 事 業） (        1,390) (        2,274)  (       884)

 （Ｌ  Ｓ  Ｉ  事 業） (        4,508) (        1,821)  (△   2,687)

 （消 去 又 は 全 社） (△      1,485) (△      2,487)  (△   1,002)
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科      目 

前 連 結 会 計 年 度 

(自 平成15年４月１日至 平成16年３月31日) 
当 連 結 会 計 年 度 

(自 平成16年４月１日至 平成17年３月31日) 
増    減 

（特 別 損 益 の 部） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

 投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,611 13,430  9,819

 特 別 利 益 3,611 13,430  9,819

 固 定 資 産 売 却 損 △      2,248 △      6,787  △    4,539

 固 定 資 産 関 係 損 △      6,563 △     19,071  △   12,508

 固 定 資 産 減 損 損 失 － △     75,383  △   75,383

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 △      2,300 △     11,308  △    9,008

 関 係 会 社 整 理 損 失 － △     27,852  △   27,852

 投 資 等 整 理 損 失 － △      2,092  △    2,092

 退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 △     22,828 △     22,148  680

 関 係会社厚生年金基金脱退損 △      1,621 －  1,621

 工 事 和 解 損 失 － △      1,160  △    1,160

 関 係 会 社 土 壌 修 復 費 － △      4,645  △    4,645

 特 別 損 失 △     35,562 △170,449  △  134,887

   税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 186,422 7.5 303,665 10.8 117,243

   法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △     23,721 △    166,515  △  142,794

   法 人 税 等 調 整 額 △     53,532 24,915  78,447

   少 数 株 主 損 益 △      2,296 △      2,007  289

   当 期 純 利 益 106,872 4.3 160,057 5.7 53,185
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５．連結剰余金計算書 

科      目 

前連結会計年度 

(自 平成15年4月１日至 平成16年3月31日)

当連結会計年度 

(自 平成16年4月１日至 平成17年3月31日) 
増   減 

 百万円 百万円 百万円

（資本剰余金の部）    

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 581,020 600,497 19,477 

 株 式 交 換 に よ る 増 加 18,986 － △   18,986 

 自 己 株 式 処 分 差 益 490 9,887 9,397 

資 本 剰 余 金 増 加 高 19,477 9,887 △    9,590 

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 600,497 610,384 9,887 

    

（利益剰余金の部）    

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 △      48,118 53,558 101,676 

 当 期 純 利 益 106,872 160,057 53,185 

 合 併 に よ る 増 加 20 － △       20 

 連 結 範 囲 変 更 に よ る 増 加 4,489 748 △    3,741 

 持 分 変 動 に よ る 増 加 885 － △      885 

 土地再評価差額金取崩による増加 － 1,919 1,919 

利 益 剰 余 金 増 加 高 112,266 162,725 50,459 

 配 当 金 △       8,606 △      17,362 △    8,756 

 役 員 賞 与 △          31 △           4 27 

 連 結 範 囲 変 更 に よ る 減 少 △       1,165 △       1,588 △      423 

 土地再評価差額金取崩による減少 △         222 － 222 

 タイ国関係会社の資産再評価益取崩による減少 △         562 △         521 41 

利 益 剰 余 金 減 少 高 △      10,589 △      19,477 △    8,888 

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 53,558 196,806 143,248 
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６．連結貸借対照表 

科    目 平成16年３月末 平成17年３月末 増  減 科    目 平成16年３月末 平成17年３月末 増  減 

（ 資 産 の 部 ） 百万円 百万円 百万円 （ 負 債 の 部 ） 百万円 百万円 百万円

流 動 資 産 1,104,803 1,210,693 105,890 流 動 負 債 1,324,298 1,344,202 19,904

 現 金 及 び 預 金 77,388 60,085 △   17,303 支払手形及び買掛金 463,714 438,460 △   25,254

 受取手形及び売掛金 447,315 519,722 72,407 短 期 借 入 金 444,033 333,157 △  110,876

 棚 卸 資 産 457,493 509,608 52,115 一 年 内 償 還 社 債 70,500 101,000 30,500

 繰 延 税 金 資 産 40,204 57,942 17,738 未 払 法 人 税 等 19,109 157,773 138,664

 そ の 他 84,077 64,710 △   19,367 そ の 他 326,941 313,811 △   13,130

 貸 倒 引 当 金 △   1,676 △   1,375 301 固 定 負 債 1,619,785 1,306,016 △  313,769

固 定 資 産 2,619,632 2,445,590 △  174,042 社 債 481,000 380,000 △  101,000

 有形固定資産 2,013,638 1,846,109 △  167,529 新株予約権付社債 － 100,000 100,000

 建 物 及 び 構 築 物 540,826 496,060 △   44,766 長 期 借 入 金 841,871 532,628 △  309,243

 機械装置及び運搬具 825,507 757,134 △   68,373 退 職 給 付 引 当 金 130,795 150,495 19,700

 土 地 591,532 522,096 △   69,436 特 別 修 繕 引 当 金 51,002 44,585 △    6,417

 建 設 仮 勘 定 35,052 49,258 14,206 そ の 他 115,116 98,307 △   16,809

 そ の 他 20,719 21,557 838 負 債 合 計 2,944,084 2,650,218 △  293,866

 無形固定資産 61,431 64,849 3,418 （少数株主持分）  

 投資その他の資産 544,562 534,631 △   9,931 少数株主持分 34,058 37,555 3,497

 投 資 有 価 証 券 357,645 390,381 32,736 （ 資 本 の 部 ）  

 繰 延 税 金 資 産 77,429 51,964 △   25,465 資 本 金 100,000 100,000 －

 そ の 他 133,330 110,797 △   22,533 資 本 剰 余 金 600,497 610,384 9,887

 貸 倒 引 当 金 △  23,842 △   18,511 5,331 利 益 剰 余 金 53,558 196,806 143,248

繰 延 資 産 5 105 100 土地再評価差額金 16,273 14,281 △    1,992

 その他有価証券評価差額金 35,623 75,754 40,131

 為替換算調整勘定 △  52,304 △  25,620 26,684

 自 己 株 式 △   7,349 △   2,992 4,357

 

 資 本 合 計 746,298 968,614 222,316

資 産 合 計 3,724,441 3,656,389 △   68,052 負債、少数株主持分及び資本合計 3,724,441 3,656,389 △   68,052
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７．連結キャッシュ・フロー計算書 

科      目 

前連結会計年度 

(自 平成15年4月１日至 平成16年3月31日)

当連結会計年度 

(自 平成16年4月１日至 平成17年3月31日) 
増    減 

 百万円 百万円 百万円

Ⅰ. 営業活動によるキャッシュ・フロー    

 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 186,422 303,665 117,243 

 減 価 償 却 費 185,684 179,770 △      5,914 

 引 当 金 の 増 減 額 △      2,364 14,942 17,306 

 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △      6,020 △      7,322 △      1,302 

 支 払 利 息 28,296 21,767 △      6,529 

 投 資 有 価 証 券 売 却 益 △      3,611 △     13,430 △      9,819 

 固 定 資 産 売 却 損 2,248 6,787 4,539 

 固 定 資 産 関 係 損 6,563 19,071 12,508 

 固 定 資 産 減 損 損 失 － 75,383 75,383 

 投 資 有 価 証 券 評 価 損 2,300 11,308 9,008 

 関 係 会 社 整 理 損 失 － 27,852 27,852 

 投 資 等 整 理 損 失 － 2,092 2,092 

 関 係 会 社 厚 生 年 金 基 金 脱 退 損 1,621 － △      1,621 

 工 事 和 解 損 失 － 1,160 1,160 

 関 係 会 社 土 壌 修 復 費 － 4,645 4,645 

 営 業 債 権 債 務 の 増 減 額 △     22,872 △    110,314 △     87,442 

 棚 卸 資 産 の 増 減 額 17,588 △     47,661 △     65,249 

 そ の 他 △     13,860 3,898 17,758 

 小    計 381,993 493,615 111,622 

 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 7,690 9,505 1,815 

 利 息 の 支 払 額 △     29,954 △     22,988 6,966 

 法 人 税 等 の 支 払 額 △     16,461 △     31,982 △     15,521 

 そ の 他 13,809 14,384 575 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 計 357,077 462,535 105,458 

Ⅱ. 投資活動によるキャッシュ・フロー  

 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △    129,543 △    171,915 △     42,372 

 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 12,340 16,544 4,204 

 投資有価証券の取得による支出 △     38,468 △        797 37,671 

 投資有価証券の売却による収入 16,837 38,229 21,392 

 そ の 他 3,765 8,420 4,655 

 投資活動によるキャッシュ・フロー 計 △    135,068 △    109,518 25,550 

Ⅲ. 財務活動によるキャッシュ・フロー  

 短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 △     23,342 △     17,080 6,262 

 長 期 借 入 金 の 借 入 による 収入 160,300 30,000 △    130,300 

 長 期 借 入 金 の 返 済 による 支出 △    330,025 △    415,954 △     85,929 

 社 債 の 発 行 に よ る 収 入 90,000 102,500 12,500 

 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △    110,000 △     70,500 39,500 

 自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 2,551 22,662 20,111 

 親 会 社 に よ る 配 当 金の支 払額 △      8,606 △     17,255 △      8,649 

 そ の 他 △     10,135 △      4,243 5,892 

 財務活動によるキャッシュ・フロー 計 △    229,258 △    369,873 △    140,615 

Ⅳ. 現金及び現金同等物に係る換算差額 △      3,857 569 4,426 

Ⅴ. 現金及び現金同等物の減少額 △     11,107 △     16,286 △      5,179 

Ⅵ. 現金及び現金同等物の期首残高 87,304 77,178 △     10,126 

Ⅶ. 連結範囲の変更等による増減額 980 △      1,025 △      2,005 

Ⅷ. 現金及び現金同等物の期末残高 77,178 59,866 △     17,312 
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〔連結財務諸表作成の基本となる重要な事項等〕 

１．連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

(１)連結子会社数   226社 

  主要な連結子会社については、「１.企業集団の状況」に記載しております。 

 （新 規）     29社 

 （ＮＫＦ㈱、広州ＪＦＥ鋼板有限公司、ビーエス工運㈱ 他（新規設立、重要性が増したこと等）） 

 （除 外）     30社 

 （エヌケーケー鋼板㈱、鋼管鉱業㈱、メンテック機工㈱、エヌケーケートレーディング㈱ 他（合併、持分売却等）） 

  主要な非連結子会社は、㈱メタルテクノロジーであります。非連結子会社は合計の総資産、売上高、当期純損益(持分

に見合う額)および利益剰余金(持分に見合う額)等がいずれも連結財務諸表に重要な影響を与えていないため、連結の範

囲から除外しております。 

(２)持分法適用会社数 43社 

  主要な持分法適用会社については、「１．企業集団の状況」に記載しております。 

 （新 規）      7社 

 （ＪＦＥ商事ホールディングス㈱、福山リサイクル発電㈱ 他（新規設立、重要性が増したこと等）） 

 （除 外）      5社 

 （川鉄商事㈱ 他（株式移転による持株会社設立等）） 

  非連結子会社(㈱メタルテクノロジー他)および関連会社(㈱シーエスアイ他)は、当期純損益および利益剰余金等に重

要な影響を与えないため、持分法の適用から除外しております。 

 

２．連結子会社の決算日等に関する事項 

  タイ・コーテッド・スチール・シート・カンパニー・リミテッドをはじめとする一部の連結子会社（国内５社、海外29

社）の決算日は12月31日、２月28日、３月20日であります。 

  連結決算日と異なる決算日の連結子会社については、連結決算日（３月31日）との間に生じた重要な取引について連結

上必要な調整を行った上で連結しております。 

 

３．会計処理基準に関する事項 

(１)有価証券  

  その他有価証券  

  時価のあるもの ･･････････････････  主として、決算日前１ヶ月の市場価格の平均に基づく時価法によっており

ます。 

  時価のないもの ･･････････････････  主として、移動平均法による原価法によっております。 

(２)棚卸資産 ････････････････････････  主として、後入先出法による原価法（ただし、仕掛品および半成工事は個

別法による原価法）によっております。 

(３)有形固定資産の減価償却方法 ･･････  主として、定率法によっております。 

(４)収益の計上基準 ･･････････････････  請負工事に係る収益の計上は、長期・大型工事（工期１年超、請負金額５

億円以上）については、工事進行基準を、その他の工事については、工事完

成基準によっております。 

(５)貸倒引当金 ･･････････････････････  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 
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(６)退職給付引当金 ･･････････････････  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務

および年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生している

と認められる額を計上しております。 

 会計基準変更時差異 128,917百万円については、主として５年による按分

額を費用処理しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における平均残存

勤務期間以内の一定の年数による定額法により按分した額を、それぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

(７)特別修繕引当金 ･･････････････････  溶鉱炉および熱風炉等の改修に要する費用の支出に備えるため、次回の改

修費用見積額を次回の改修までの期間に按分して繰入れております。 

(８)リース取引の処理方法 ････････････  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

(９)消費税等の会計処理 ･･････････････  消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

(10)連結納税制度の適用 ･･････････････  当連結会計年度より連結納税制度を適用しております。 

 

４．連結子会社の資産および負債の評価 

  連結子会社の資産および負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

５．連結調整勘定の償却 

  ５年間で均等償却しております。（ただし、僅少なものは発生時に償却） 

 

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。 

 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金および容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資であります。 

 

８．固定資産の減損に係る会計基準 

  固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14年

８月９日))および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)が平

成16年３月31日に終了する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用できることになったことに伴い、当連結会計年度か

ら同会計基準および同適用指針を適用しております。これにより税金等調整前当期純利益は75,383百万円減少しておりま

す。 

  なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 

  当社グループでは、減損の兆候を判定するにあたっては、原則として、遊休資産、賃貸資産、ゴルフ場等の各種プロジ

ェクト資産および事業用資産に分類し、それぞれにおいて独立したキャッシュ・フローを生成する最小単位にグルーピン

グを実施しております。 
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  なお、事業用資産については、原則として、鉄鋼事業、エンジニアリング事業、都市開発事業、ＬＳＩ事業としてグル

ーピングしております。回収可能価額の算定にあたっては、正味売却価額により算定している場合には主として相続税評

価額または第三者による鑑定評価額によって算定しており、使用価値により算定している場合には将来キャッシュ・フロ

ーを主として６％で割り引いて算定しております。 

  その結果、バブル期の投資や近年の地価下落傾向等により帳簿価額に対し時価が著しく下回っている重要な遊休資産、

賃貸資産およびゴルフ場等について、遊休資産・ゴルフ場等は主として正味売却価額により、賃貸資産は主として使用価

値により回収可能価額を算定し、減損損失75,383百万円を特別損失として計上いたしました。 

 

９．有形固定資産の減価償却累計額 

(平成16年３月末) 5,286,611百万円 (平成17年３月末) 5,296,951百万円

 

10．担保に供している資産 

  有形固定資産 

(平成16年３月末) 257,596百万円 (平成17年３月末) 110,288百万円

  無形固定資産 

(平成16年３月末) 36百万円 (平成17年３月末) 34百万円

  投資有価証券 

(平成16年３月末) 21,399百万円 (平成17年３月末) 11,432百万円

 

11．保証債務および保証予約等 

(平成16年３月末) 42,450百万円 (平成17年３月末) 45,201百万円

  なお、平成16年３月末の金額のうち1,238百万円、平成17年３月末のうち124百万円は他者が再保証等により負担する額

であります。 

 

12．受取手形割引高および裏書譲渡高 

(平成16年３月末) 1,467百万円 (平成17年３月末) 1,031百万円

 

13．連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている金額との関

係 

 (平成16年３月末) (平成17年３月末) 

現 金 及 び 預 金 77,388百万円 60,085百万円 

預 入 期 間 が ３ ヶ 月 を 超 え る 定 期 預 金 △     210 △     219 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 77,178 59,866 
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８．セグメント情報 

Ⅰ 事業の種類別セグメント情報 

(1) 前連結会計年度（自平成 15 年４月１日  至平成 16 年３月 31 日） 

 鉄鋼事業 
エンジニア
リング事業

都市開発
事 業

L S I 事 業 計 
消去又は
全 社 

連 結

Ⅰ売上高、営業損益及び経常損益 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

 売 上 高    

(1) 外部顧客に対する売上高 2,077,832 331,237 24,167 40,488 2,473,725 － 2,473,725

(2) セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

26,089 8,207 2,070 － 36,368 △  36,368 －

計 2,103,921 339,445 26,238 40,488 2,510,093 △  36,368 2,473,725

 営 業 費 用 1,861,201 336,297 24,741 35,520 2,257,760 △  37,640 2,220,119

 営 業 利 益 242,720 3,147 1,496 4,968 252,332 1,272 253,605

 経 常 利 益 208,512 5,446 1,390 4,508 219,857 △   1,485 218,372

Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支 
 出 

   

 資   産 3,397,058 362,626 42,543 30,593 3,832,822 △ 108,381 3,724,441

 減価償却費 177,493 4,339 384 3,378 185,594 89 185,684

 資本的支出 151,038 5,846 296 3,490 160,672 154 160,826

 

(2) 当連結会計年度（自平成 16 年４月１日  至平成 17 年３月 31 日）   

 鉄鋼事業 
エンジニア
リング事業

都市開発
事 業

L S I 事 業 計 
消去又は
全 社 

連 結

Ⅰ売上高、営業損益及び経常損益 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

 売 上 高    

(1) 外部顧客に対する売上高 2,397,068 340,802 29,762 36,066 2,803,699 － 2,803,699

(2) セグメント間の内部売上高 
  又は振替高 

24,712 10,750 1,826 － 37,290 △  37,290 －

計 2,421,780 351,552 31,589 36,066 2,840,990 △  37,290 2,803,699

 営 業 費 用 1,965,465 346,208 29,123 34,074 2,374,872 △  38,410 2,336,461

 営 業 利 益 456,315 5,344 2,465 1,992 466,117 1,119 467,237

 経 常 利 益 450,331 8,744 2,274 1,821 463,172 △   2,487 460,684

Ⅱ資産、減価償却費、減損損失及 
 び資本的支出 

   

 資   産 3,306,349 359,456 38,391 32,469 3,736,666 △  80,277 3,656,389

 減価償却費 171,293 4,468 386 3,547 179,696 73 179,770

 減 損 損 失 73,455 1,927 － － 75,383 － 75,383

 資本的支出 146,207 3,331 313 7,179 157,032 203 157,235

 

（注）１．事業区分の方法 

      当社グループの事業会社体制に基づき区分しております。 

      事業会社体制に基づく事業区分および各区分の主要な事業の内容については「１．企業集団の状況」に記載

しております。 

   ２． 当連結会計年度より、事業会社体制に基づく事業区分の業績をより明瞭に表示するため、経常利益を開示し

ております。 

      これに伴い、前連結会計年度についても、同様の開示を行っております。 
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Ⅱ 所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自平成 15 年４月１日 至平成 16 年３月 31 日）   

   全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計に占める「本邦」の割合がいずれも 90％を超

えているため、所在地別セグメント情報は記載しておりません。 

 

当連結会計年度（自平成 16 年４月１日 至平成 17 年３月 31 日）   

   全セグメントの売上高の合計および全セグメントの資産の金額の合計に占める「本邦」の割合がいずれも 90％を超

えているため、所在地別セグメント情報は記載しておりません。 

 

 

Ⅲ 海外売上高 

(1) 前連結会計年度（自平成 15 年４月１日  至平成 16 年３月 31 日） 

 アジア その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高 

百万円

558,981

百万円

119,967

百万円

678,948

Ⅱ連結売上高 2,473,725

Ⅲ連結売上高に占める海外売上高の割合 22.6 ％ 4.8 ％ 27.4 ％

 

(2) 当連結会計年度（自平成 16 年４月１日  至平成 17 年３月 31 日） 

 アジア その他の地域 計 

Ⅰ海外売上高 

百万円

684,931

百万円

137,763

百万円

822,695

Ⅱ連結売上高 2,803,699

Ⅲ連結売上高に占める海外売上高の割合 24.4 ％ 4.9 ％ 29.3 ％

 

 

 

 

 

９．リース取引に関する注記 

 

ＥＤIＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 

 

 

 

 

 

10．デリバティブ取引に関する注記 

 

ＥＤIＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 
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11．有価証券 

 

Ⅰ 前連結会計年度 

 

１．売買目的有価証券（平成16年３月31日） 

   該当事項はありません。 

 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成16年３月31日） 

種     類 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの) 百万円 百万円 百万円

国債・地方債 33 35 1 

(時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの) 

国債・地方債 199 191 △         7 

合     計 233 227 △         6 

 

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成16年３月31日） 

種     類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 百万円 百万円 百万円

株     式 98,726 175,335 76,608 

債     券 67 69 1 

小     計 98,794 175,404 76,609 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

株     式 20,108 12,559 △     7,548 

小     計 20,108 12,559 △     7,548 

合     計 118,902 187,964 69,061 

 

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自平成 15 年４月１日 至平成 16 年３月 31 日） 

   該当事項はありません。 

 

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 15 年４月１日 至平成 16 年３月 31 日） 

売 却 額 売 却 益 の 合 計 額 売 却 損 の 合 計 額

百万円 百万円 百万円

16,777 4,460 △      848 

 

６．時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額（平成16年３月31日） 

  (1) 満期保有目的の債券 

     該当事項はありません。 

  (2) その他有価証券 

種       類 連結貸借対照表計上額

 百万円

非上場株式（店頭売買株式を除く） 51,957 

縁 故 地 方 債 785 

国 債 20 

出 資 証 券 41 

 

７．その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成16年３月31日） 

種 類 １ 年 以 内 １ 年 超 ５ 年 以 内 ５ 年 超 1 0 年 以 内 

 百万円 百万円 百万円 

債 券 40 158 300 
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Ⅱ 当連結会計年度 

 

１．売買目的有価証券（平成17年３月31日） 

   該当事項はありません。 

 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成17年３月31日） 

種     類 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの) 百万円 百万円 百万円

国債・地方債 33 35 1 

(時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの) 

国債・地方債 199 197 △         2 

合     計 233 232 △         1 

 

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成17年３月31日） 

種     類 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 百万円 百万円 百万円

株     式 80,770 206,141 125,370 

債     券 66 66 0 

小     計 80,837 206,207 125,370 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 

株     式 15,594 13,444 △     2,150 

小     計 15,594 13,444 △     2,150 

合     計 96,431 219,651 123,220 

 

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自平成 16 年４月１日 至平成 17 年３月 31 日） 

   該当事項はありません。 

 

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 16 年４月１日 至平成 17 年３月 31 日） 

売 却 額 売 却 益 の 合 計 額 売 却 損 の 合 計 額

百万円 百万円 百万円

39,432 16,577 △    3,146 

 

６．時価評価されていない主な有価証券の内容および連結貸借対照表計上額（平成17年３月31日） 

  (1) 満期保有目的の債券 

     該当事項はありません。 

  (2) その他有価証券 

種       類 連結貸借対照表計上額

 百万円

非 上 場 株 式 47,591 

縁 故 地 方 債 225 

国 債 20 

出 資 証 券 22 

 

７．その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成17年３月31日） 

種 類 １ 年 以 内 １ 年 超 ５ 年 以 内 ５ 年 超 1 0 年 以 内 

 百万円 百万円 百万円 

債 券 93 99 279 
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12．生産、受注及び販売の状況 

 

 

１．生産実績 
 
 事業の種類別セグメント別の生産実績は、以下のとおりであります。 
 

事業の種類別セグメントの名称 

前連結会計年度 

(自 平成15年4月１日至 平成16年3月31日)
当連結会計年度 

(自 平成16年4月１日至 平成17年3月31日)
増  減 対 前 期 比

 

鉄鋼事業（粗鋼生産高） 

（うちＪＦＥスチール㈱） 

千ﾄﾝ 

30,547 

(27,007)

千ﾄﾝ 

31,281 

(27,648)

千ﾄﾝ 

734 

(641) 

％

+2.4

(+2.4)

エンジニアリング事業 
百万円

293,735 

百万円

305,573 

百万円 

11,838 

％

+4.0

ＬＳＩ事業 
百万円

24,569 

百万円

26,844 

百万円 

2,275 

％

+9.3

(注)１．各事業の生産実績には、セグメント間の取引を含んでおります。 

  ２．都市開発事業については、製品の販売を伴っていないため、生産規模を金額あるいは数量で示すことはしており

ません。 

 

 

２．受注状況 
 
 当連結会計年度におけるエンジニアリング事業の受注状況は、以下のとおりであります。 
 

事業の種類別セグメントの名称 受注実績 前期比 受注残高 前期比 

エンジニアリング事業 
百万円
359,842

％
+6.4

百万円 
343,564 

％
+2.5

(注) 受注実績および受注残高には、セグメント間の取引を含んでおります。 

 

 

３．販売実績 
 
 当連結会計年度における事業の種類別セグメント別の販売実績は、以下のとおりであります。 
 

事業の種類別セグメントの名称 販売実績 前期比 

 百万円 ％

鉄鋼事業 2,421,780 +15.1 

エンジニアリング事業 351,552 +3.6 

都市開発事業 31,589 +20.4 

ＬＳＩ事業 36,066 △10.9 

計 2,840,990 +13.2 

消去又は全社 △    37,290 － 

合計 2,803,699 +13.3 
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＜ご参考＞ ＪＦＥスチール株式会社 連結損益計算書および連結貸借対照表 
 

１．連結損益計算書（自平成 16 年４月１日 至平成 17 年３月 31 日） 
科      目 金  額

（経常損益の部） 百万円 
 営 業 損 益 の 部  

   売 上 高 2,421,780 

  売 上 原 価 △1,725,812 

  販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 △239,653 

   営 業 費 用 △1,965,465 

   営 業 利 益 456,315 

 営 業 外 損 益 の 部  

  受 取 利 息 及 び 配 当 金 6,916 

  そ の 他 43,043 

   営 業 外 収 益 49,960 

  支 払 利 息 △22,092 

  そ の 他 △33,851 

   営 業 外 費 用 △55,944 

 経 常 利 益 450,331 

（特別損益の部）  

  投 資 有 価 証 券 売 却 益 13,061 

  親 会 社 株 式 売 却 益 4,390 

 特 別 利 益 17,452 

  固 定 資 産 売 却 損 △6,638 

  固 定 資 産 関 係 損 △19,071 

  固 定 資 産 減 損 損 失 △73,455 

  投 資 有 価 証 券 評 価 損 △10,695 

  退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 △18,936 

  関 係 会 社 整 理 損 失 △26,980 

  関 係 会 社 土 壌 修 復 費 △4,645 

 特 別 損 失 △160,423 

 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 307,360 

   法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △166,961 

   法 人 税 等 調 整 額 23,248 

   少 数 株 主 損 益 △2,023 

 当 期 純 利 益 161,623 

 

２．連結貸借対照表（平成 17 年３月 31 日現在） 
科    目 金  額 科    目 金  額

（資産の部） 百万円 （負債の部） 百万円
流 動 資 産 1,021,040 流 動 負 債 1,184,143 

 現 金 及 び 預 金 50,839 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 323,380 

 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 364,492 短 期 借 入 金 342,851 

 棚 卸 資 産 447,187 一 年 内 償 還 社 債 101,000 

 繰 延 税 金 資 産 51,359 そ の 他 416,911 

 そ の 他 108,250 固 定 負 債 1,280,659 

 貸 倒 引 当 金 △1,089 社 債 290,000 

固 定 資 産 2,285,204 長 期 借 入 金 727,661 

 有 形 固 定 資 産 1,774,623 退 職 給 付 引 当 金 124,791 

 建 物 及 び 構 築 物 467,196 特 別 修 繕 引 当 金 44,585 

 機 械 装 置 及 び 運 搬 具 741,185 そ の 他 93,621 

 土 地 501,591 負 債 合 計 2,464,803 

 建 設 仮 勘 定 47,208 （少数株主持分）  

 そ の 他 17,440 少 数 株 主 持 分 34,540 

 無 形 固 定 資 産 59,546 （資本の部）  

 投資その他の資産 451,034 資 本 金 239,644 

 投 資 有 価 証 券 328,823 資 本 剰 余 金 383,146 

 繰 延 税 金 資 産 42,060 利 益 剰 余 金 132,598 

 そ の 他 91,624 土 地 再 評 価 差 額 金 14,281 

 貸 倒 引 当 金 △11,474 その他有価証券評価差額金 63,120 

繰 延 資 産 105 為 替 換 算 調 整 勘 定 △25,785 

  資 本 合 計 807,006 

資 産 合 計 3,306,349 負債、少数株主持分及び資本合計 3,306,349
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＜ご参考＞ ＪＦＥエンジニアリング株式会社 連結損益計算書および連結貸借対照表 
 
１．連結損益計算書（自平成 16 年４月１日 至平成 17 年３月 31 日） 

科      目 金  額

（経常損益の部） 百万円 
 営 業 損 益 の 部  

   完 成 工 事 高 351,552 

  完 成 工 事 原 価 △305,573 

  販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 △40,635 

   営 業 費 用 △346,208 

   営 業 利 益 5,344 

 営 業 外 損 益 の 部  

  受 取 利 息 及 び 配 当 金 737 

  そ の 他 5,548 

   営 業 外 収 益 6,285 

  支 払 利 息 △502 

  そ の 他 △2,382 

   営 業 外 費 用 △2,885 

 経 常 利 益 8,744 

（特別損益の部）  

  親 会 社 株 式 売 却 益 12,309 

  投 資 有 価 証 券 売 却 益 404 

 特 別 利 益 12,714 

  固 定 資 産 廃 却 損 失 △908 

  固 定 資 産 減 損 損 失 △1,927 

  関 係 会 社 株 式 評 価 損 △612 

  投 資 等 整 理 損 失 △2,092 

  関 係 会 社 投 資 等 整 理 損 失 △872 

  退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 △3,170 

  特 別 退 職 損 失 △136 

  工 事 和 解 損 失 △1,160 

 特 別 損 失 △10,880 

 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 10,578 

   法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △5,976 

   法 人 税 等 調 整 額 2,106 

   少 数 株 主 損 益 △48 

 当 期 純 利 益 6,660 

 
２．連結貸借対照表（平成 17 年３月 31 日現在） 

科    目 金  額 科    目 金  額

（資産の部） 百万円 （負債の部） 百万円
流 動 資 産 236,999 流 動 負 債 210,141 

 現 金 及 び 預 金 6,125 支 払 手 形 ・ 工 事 未 払 金 等 118,632 

 預 け 金 1,020 短 期 借 入 金 45,565 

 受取手形・完成工事未収入金等 160,111 未 払 費 用 12,609 

 未 成 工 事 支 出 金 等 45,791 未 成 工 事 受 入 金 17,468 

 短 期 貸 付 金 11,785 引 当 金 1,656 

 繰 延 税 金 資 産 5,280 そ の 他 14,209 

 そ の 他 7,303 固 定 負 債 51,586 

 貸 倒 引 当 金 △419 長 期 借 入 金 26,676 

固 定 資 産 122,457 退 職 給 付 引 当 金 23,977 

 有 形 固 定 資 産 44,023 そ の 他 引 当 金 747 

 建 物 及 び 構 築 物 17,553 そ の 他 185 

 機 械 装 置 及 び 運 搬 具 13,244 負 債 合 計 261,728 

 土 地 10,501 （少数株主持分）  

 建 設 仮 勘 定 1,584 少 数 株 主 持 分 2,961 

 そ の 他 1,139 （資本の部）  

 無 形 固 定 資 産 2,641 資 本 金 10,000 

 投資その他の資産 75,791 資 本 剰 余 金 40,751 

 投 資 有 価 証 券 59,214 利 益 剰 余 金 31,981 

 繰 延 税 金 資 産 8,490 その他有価証券評価差額金 11,845 

 そ の 他 13,851 為 替 換 算 調 整 勘 定 188 

 貸 倒 引 当 金 △5,765 資 本 合 計 94,765 

資 産 合 計 359,456 負債、少数株主持分及び資本合計 359,456
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平成17年３月期 (第３期) 個別財務諸表の概要

上 場 会 社 名       ＪＦＥホールディングス株式会社     上場取引所　　    東 大 名

コード番号　　5411           本社所在都道府県　東京都

（URＬ http://www.jfe-holdings.co.jp/）

代表者　　　　　役職名　代表取締役社長　　　　　　　氏名　數　土　文　夫

問合せ先責任者　役職名　総務・法務部門　広報担当　　氏名　十　河　和　正　　TEL(03)3217-4030

決算取締役会開催日　　平成17年５月12日 中間配当制度の有無　　有

配当支払開始予定日　　平成17年６月29日 定時株主総会開催日　　平成17年６月28日

単元株制度採用の有無　有(１単元 100株)

１．17年３月期の業績(平成16年４月１日～平成17年３月31日)

（1）経営成績

17年３月期 36,768 21.0 30,241 25.4 30,209 25.4

16年３月期 30,383 121.5 24,116 90.5 24,097 90.7

　　　 円　銭 　　　 円　銭 　　　　　　％ 　　　　　　％ 　　　　　　％

17年３月期 29,844 20.1 50.65 48.30 3.5 2.5 82.2

16年３月期 24,842 101.1 43.03 － 3.0 2.5 79.3

（2）配当状況

中間 期末

　　　 円　銭 　　　 円　銭 　　　 円　銭        百万円 　　　　　　％ 　　　　　　％

17年３月期 45.00 0.00 45.00 26,366 88.8 3.1

16年３月期 30.00 0.00 30.00 17,592 69.7 2.1

（3）財政状態

17年３月期 1,341,511 863,421 64.4 1,473.38

16年３月期 1,104,955 852,628 77.2 1,453.96

２．18年３月期の業績予想(平成17年４月１日～平成18年３月31日)

    　当社は持株会社であり、連結ベースでの経営管理を行っておりますことから、単独の業績予想についてはございません。

営業収益
経常利益率

配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配 当 率

株主資本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

１株当たり年間配当金

　　　　 　円　 銭

（注）①期中平均株式数　　17年３月期  586,205,221株　16年３月期  577,384,229株

当期純利益

総    資    産 株  主  資　本  株主資本比率

　　　②会計処理の方法の変更　有

　　　③営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

潜在株式調整後
１株当たり当期純利

益

　　　②期末自己株式数　　17年３月期    1,321,191株　16年３月期      815,313株

平成17年５月12日

営　業　収　益 営　業　利　益 経　常　利　益

　　　　　　百万円　　　 ％ 　　　　　　百万円　　　 ％ 　　　　　　百万円　　　 ％

　　　　　　百万円　　　 ％

１株当たり
当期純利益

１株当たり株主資本

（注）①期末発行済株式数　17年３月期  585,914,087株　16年３月期  586,419,965株

　　　　　　百万円 　　　　　　百万円 　　　　　　   ％

＜単独＞

30



 

 

１．損益計算書 

科      目 
第 ２ 期 

(自 平成15年４月１日至 平成16年３月31日) 
第 ３ 期 

(自 平成16年４月１日至 平成17年３月31日) 
増  減 

(経常損益の部) 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

 受 取 配 当 金 24,000 29,362  5,362

 金 融 収 益 1,379 2,210  831

 経 営 管 理 料 5,004 5,195  191

営 業 収 益 30,383 100.0 36,768 100.0 6,385

 金 融 費 用 △    1,705 △    1,631  74

 一 般 管 理 費 △    4,561 △    4,895  △     334

営 業 費 用 △    6,267 △    6,527  △     260

営

業

損

益

の

部 

営 業 利 益 24,116 79.4 30,241 82.2 6,125

 雑 収 益 11 4    △       7

営 業 外 収 益 11 4  △       7

 投 資 有 価 証 券 売 却 損 － △        5  △       5

 創 立 費 償 却 △       30 △       30  －

営 業 外 費 用 △       30 △       35  △       5

営
業
外
損
益
の
部

営 業 外 損 益 △       18 △       31  △      13

経 常 利 益 24,097 79.3 30,209 82.2 6,112

(特別損益の部)    

 関係会社株式及び出資金売却益 29 －  △      29

特 別 利 益 29 －  △      29

税 引 前 当 期 純 利 益 24,127 79.4 30,209 82.2 6,082

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △        8        100        108

法 人 税 等 調 整 額 723 △      466     △   1,189

当 期 純 利 益 24,842 81.8 29,844 81.2 5,002

前 期 繰 越 利 益 3,742 10,991  7,249

当 期 未 処 分 利 益 28,584 40,835  12,251

 

２．利益処分案 

科      目 
第 ２ 期 

（平成１５年度） 

第 ３ 期 

（平成１６年度） 
増  減 

 百万円 百万円 百万円

(当期未処分利益の処分)   

当 期 未 処 分 利 益 28,584 40,835 12,251

これを次のとおり処分致します。   

 利 益 配 当 金 17,592 26,366 8,774

  (1株につき30円) (1株につき45円) 

 取 締 役 賞 与 金 － 128 128

 監 査 役 賞 与 金 － 21 21

次 期 繰 越 利 益 10,991 14,319 3,328

(その他資本剰余金の処分)   

そ の 他 資 本 剰 余 金 79 113 34

これを次のとおり処分致します。   

そ の 他 資 本 剰 余 金 次 期 繰 越 額 79 113 34
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３．貸借対照表 

科    目 
第 ２ 期 末 

(平成16年３月末) 

第 ３ 期 末

(平成17年３月末)
増  減 科    目 

第 ２ 期 末 

(平成16年３月末) 

第 ３ 期 末

(平成17年３月末)
増  減

（ 資 産 の 部 ） 百万円 百万円 百万円 （ 負 債 の 部 ） 百万円 百万円 百万円

流 動 資 産 152,427 247,741 95,314 流 動 負 債 2,326 95,999 93,673

 現 金 及 び 預 金 14,981 568 △ 14,413 未 払 金 132 1,233 1,101

 営 業 未 収 入 金 572 298 △    274 未 払 費 用 965 954 △     11

 短 期 貸 付 金 131,190 146,450 15,260 未 払 法 人 税 等 － 92,516 92,516

 繰 延 税 金 資 産 542 286 △    256 預 り 金 1,228 1,295 67

 未 収 入 金 4,801 99,576 94,775 固 定 負 債 250,000 382,090 132,090

 そ の 他 339 562 223 社 債 90,000 90,000 －

固 定 資 産 952,437 1,093,709 141,272 新株予約権付社債 － 100,000 100,000

 有形固定資産 107 102 △      5 長 期 借 入 金 160,000 190,000 30,000

 建 物 76 75 △      1 社 債 発 行 差 金 － 2,090 2,090

 車 両 運 搬 具 － 1 1 負 債 合 計 252,326 478,090 225,764

 工具、器具及び備品 31 26 △      5 （ 資 本 の 部 ）  

 無形固定資産 122 112 △     10 資 本 金 100,000 100,000 －

 特 許 権 28 23 △      5 資 本 剰 余 金 725,537 725,572 34

 商 標 権 69 68 △      1 資 本 準 備 金 725,458 725,458 －

 ソ フ ト ウ ェ ア 24 19 △      5 その他資本剰余金 79 113 34

 投資その他の資産 952,208 1,093,494 141,286 自己株式処分差益 79 113 34

 投 資 有 価 証 券 7 －  △      7 利 益 剰 余 金 28,584 40,835 12,251

 関係会社株式及び出資金 824,445 824,445 － 当 期 未 処 分 利 益 28,584 40,835 12,251

 長 期 貸 付 金 127,542 269,042 141,500 自 己 株 式 △   1,493 △   2,986  △  1,493

 長 期 前 払 費 用 2 1  △      1 資 本 合 計 852,628 863,421 10,793

 繰 延 税 金 資 産 210 － △    210  

 そ の 他 0 5 5  

繰 延 資 産 90 60 △     30  

 創 立 費 90 60 △     30

 

 

資 産 合 計 1,104,955 1,341,511 236,556 負 債 及 び 資 本 合 計 1,104,955 1,341,511 236,556

 

〔財務諸表作成の基本となる重要な事項等〕 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

移動平均法による原価法によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産は、建物は定額法、その他は定率法、また無形固定資産は定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。 

３．繰延資産の処理方法 

創立費は、毎期均等額(５年)を費用処理する方法によっております。社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。 

４．消費税および地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。 

５．有形固定資産の減価償却累計額 

(平成16年３月末) 26百万円 (平成17年３月末) 46百万円

６．当事業年度より連結納税制度を適用しております。 

７．金額は表示単位未満を切り捨てております。
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〔財務諸表作成の基本となる重要な事項等の変更〕 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))および「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)が平成16年３月31日に終了する事業年度に係る財務諸

表から適用できることになったことに伴い、当事業年度から同会計基準および同適用指針を適用しております。これによる税引前当期純利益に与

える影響はありません。 
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４．役 員 の 異 動 

 
・本件に関しては、平成 17年１月 26日「JFEホールディングス(株)及び JFEグルー
プの事業会社経営体制について」、平成 17年１月 31日「JFEホールディングス(株)
及び事業会社の取締役・監査役人事について」、平成 17 年２月７日「JFE ホールデ
ィングス(株)及び事業会社の執行役員人事について」として、各々情報開示済です。 

 
 
〔参考〕 
 
取締役および監査役（平成 17年３月 31日現在） 

地   位 氏   名 
代表取締役会長 
代表取締役社長 
代 表 取 締 役 
代 表 取 締 役 
取 締 役 
取 締 役 
監査役（常勤） 
監査役（常勤） 
監 査 役 
監 査 役 

江 本 寛 治 
下垣内 洋 一 
大 谷   長 
宮 崎 徹 夫 
數 土 文 夫 
土 手 重 治 
佐 桒 愼 二 
林   建 夫 
田 代 有 嗣 
西之原 敏 州 

 
 
(注) 

１.平成 17 年４月１日付で取締役の地位が次の通り変更となりました。 

氏  名 異動後の地位 異動前の地位 

數 土 文 夫 

江 本 寛 治 

下 垣 内 洋 一 

大 谷  長 

宮 崎 徹 夫 

代 表 取 締 役 社 長

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役 

代表取締役会長 

代表取締役社長 

代 表 取 締 役 

代 表 取 締 役 

 

２. 平成 17 年４月１日付で、取締役數土文夫氏はＪＦＥスチール株式会社代表取締役

社長を退任いたしました。 また、平成 17 年４月１日付で、取締役土手重治氏は

ＪＦＥエンジニアリング株式会社相談役に就任いたしました。 

 

３.監査役田代有嗣および西之原敏州の両氏は、株式会社の監査等に関する商法の

特例に関する法律第 18 条第１項に定める社外監査役です。 
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４.平成 17 年３月 31 日現在の執行役員は、次の通りです。 

地  位 氏  名 担      当 

会 長 

社 長 

副 社 長 

 

副 社 長 

専 務 

 

専 務 

専 務 

専 務 

常 務 

江 本 寛 治

下 垣 内 洋 一

大 谷  長

 

宮 崎 徹 夫

金 澤 一 輝

 

南 波 佐 間 義 之

山 﨑 敏 邦

齊 藤  脩

林 田 英 治

Ｃｏ－ＣＥＯ（共同最高経営責任者） 

Ｃｏ－ＣＥＯ（共同最高経営責任者） 

総務・法務部門、企画部門、環境ｿﾘｭｰｼｮﾝｾ

ﾝﾀｰおよびＤＭＥﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの統括 

財務・ＩＲ部門、経理部門の統括 

環境ｿﾘｭｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ長およびＤＭＥﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

の担当 

総務・法務部門長 

経理部門長 

企画部門長 

財務・ＩＲ部門長 

     

・平成 17 年４月１日付で執行役員の地位及び担当が次の通り変更となりました。 

地  位 氏  名 担      当 

社 長 

副 社 長 

 

副 社 長 

専 務 

 

専 務 

常 務 

常 務 

數 土 文 夫

森 山 雄 一

 

山 﨑 敏 邦

金 澤 一 輝

 

林 田 英 治

笹 本 前 雄

岡 田 伸 一

ＣＥＯ（最高経営責任者） 

総務・法務部門、企画部門、環境ｿﾘｭｰｼｮﾝｾ

ﾝﾀｰおよびＤＭＥﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの統括 

財務・ＩＲ部門、経理部門の統括 

環境ｿﾘｭｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ長およびＤＭＥﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

の担当 

企画部門長、経理部門長 

総務・法務部門長 

財務・ＩＲ部門長 
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１．連結業績見通し

(単位：億円）

上期 年間 上期 年間 上期 年間

売上高 12,370 28,036 14,500 31,200 2,130 3,164

鉄鋼事業 11,144 24,217 13,300 27,300 2,156 3,083

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業 1,024 3,515 1,000 3,400 △24 △115

都市開発事業 102 315 80 320 △22 5

ＬＳＩ事業 185 360 200 450 15 90

消去又は全社 △ 86 △372 △80 △270 6 102

営業利益 1,861 4,672 2,400 5,200 539 528

営業外損益 △ 3 △65 △100 △200 △97 △135

経常利益 1,857 4,606 2,300 5,000 443 394

鉄鋼事業 1,911 4,503 2,350 4,900 439 397

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業 △ 70 87 △60 70 10 △17

都市開発事業 6 22 1 23 △5 1

ＬＳＩ事業 15 18 0 10 △15 △8

消去又は全社 △ 6 △24 9 △3 15 21

特別損益 △ 1,040 △1,570 △100 △200 940 1,370

税金等調整前当期純利益 817 3,036 2,200 4,800 1,383 1,764

税金費用・少数株主損益 △ 475 △1,436 △800 △1,900 △325 △464

当期純利益 341 1,600 1,400 2,900 1,059 1,300

２．連結財務指標

売上高経常利益率（ROS） 　　　　  　16.4%       　     16.0% 　　　　　 △0.4%

総資産金利前経常利益率(ROA) 　　　　　　13.1%              14.3% 　　　　　 ＋1.2%

借入金・社債等残高 14,467億円   12,300億円   △2,167億円    

株主資本 9,686億円   12,300億円   ＋2,614億円    

Ｄ／Ｅレシオ            149.4%            100.0%           △49.4%

(2004年度) (2005年度)

平成１６年度

(2005年度)

平成１７年度

(2004年度)

平成１７年度（２００５年度）業績見通し補足資料

平成１７年度

増減

平成１７年５月１２日
JFEホールディングス㈱

平成１６年度 増減



平成17年5月12日
JFEﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ㈱

(参考資料）

① 事業セグメント別の営業損益見通し

② 粗鋼生産量（JFEスチール）

(単独ベース） (連結ベース）

　　　　　平成15年上期 　１，３4１万ｔ 　１，５１６万ｔ
　　　　　平成15年下期 　１，３６０万ｔ 　１，５３９万ｔ
　　　　　平成15年度通期 　２，７０１万ｔ 　３，０５５万ｔ
　　　　　平成16年上期 　１，３９４万ｔ 　１，５８０万ｔ
　　　　　平成16年下期 　１，３７１万ｔ 　１，５４８万ｔ
　　　　　平成16年度通期 　２，７６５万ｔ 　３，１２８万ｔ

③ 鋼材輸出比率（JFEスチール, 単独ベース）

　　　（金額ベース）
　　　　　平成15年上期 　４０．７％
　　　　　平成15年下期 　４０．４％
　　　　　平成15年度通期 　４０．６％
　　　　　平成16年上期 　４４．０％
　　　　　平成16年下期 　４４．４％
　　　　　平成16年度通期 　４４．２％

④ 為替レート（円/＄）前提

　　　　　平成16年度　：　1円の円高に対して、19億円程度の減益
　　　　　　　　　　　　　（ドル収支では、19億＄／年程度の受取超過）

　　　　　平成17年度　：　1円の円高に対して、12億円程度の減益
　　　　　　　　　　　　　（ドル収支では、12億＄／年程度の受取超過）
　　　　　　　　　　　　　（上期分についてはほぼ全量を予約済み）

計画は100円/＄で策定

⑤ 鋼材平均価格（JFEスチール, 単独ベース）

　　　　　平成15年上期 　50.5千円／ｔ
　　　　　平成15年下期 　50.5千円／ｔ
　　　　　平成15年度通期 　50.5千円／ｔ
　　　　　平成16年上期 　57.7千円／ｔ
　　　　　平成16年下期 　65.7千円／ｔ
　　　　　平成16年度通期 　61.7千円／ｔ

⑥ 有価証券含み損益（ＪＦＥホールディングス、連結ベース）

　　　　　平成15年上期末  　405億円（含み益）
　　　　　平成15年度末  　690億円（含み益）
　　　　　平成16年上期末    733億円（含み益）
　　　　　平成16年末 1,232億円（含み益）

（単位；億円）

上期 年度 上期 年度
鉄鋼事業 1,939 4,563 2,450 5,050
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ事業 △ 97 53 △ 70 60
都市開発事業 7 24 1 23
ＬＳＩ事業 15 19 0 10
消去又は全社 △ 4 11 19 57
営業利益 1,861 4,672 2,400 5,200

平成16年度 平成17年度
（決算） （今回見通し）



⑦ 特別損益の内訳（ＪＦＥホールディングス、連結ベース、単位：億円）

平成16年度 平成17年度
実績 見込み

　　退職給付引当金繰入額 △ 221 0
　　固定資産減損損失(注） △ 753
　　関係会社整理損失 △ 278 △ 200
　　その他 △ 318
　　　　　合　　　計 △ 1,570 △ 200

⑧ 借入金社債残高及び支払金利（ＪＦＥホールディングス、連結ベース、単位：億円）

借入金社債残高 支払金利
　　　　　平成15年上期末 19,954 平成15年上期 △ 157
　　　　　平成15年度末 18,374 平成15年度 △ 282
　　　　　平成16年上期末 17,397 平成16年上期 △ 114
　　　　　平成16年度末 14,467 平成16年度 △ 217

　　　　　平成17年度末見込み 12,300 程度 平成17年度 △ 170 程度

⑨ 設備投資と減価償却費（ＪＦＥホールディングス、連結ベース、単位：億円）

⑩ 人員推移（ＪＦＥホールディングス、連結ベース、単位：人）

　　　　　平成15年度末 52,557
　　　　　平成16年度末 52,503

⑪ 経常利益の増減内容 (平成16年度実績、対平成15年度実績比較）

　  ａ．鉄鋼事業 ＋２，４１８億円 （2,085億円→4,503億円）

（内容）  コスト変動 +330     (金融収支も含めたｺｽﾄ変動額は、+425)

 為替レート △ 120     （ﾚｰﾄ　113.6→107.2（為替予約前）　△6.4円円高）
　  　別途営業外収益にて、為替予約差益有

 原料価格 △ 1,400

 数量,構成,価格 +2,840 　　（オンリー１、ナンバー１等高級品の増加含む）

 営業外など +205

 グループ会社他 +563     （電炉・資源・化学系グループ会社好調　他）

　　ｂ．エンジニアリング事業 　　 ＋３３億円  (54億円→87億円）

（内容）  固定費削減に加え、新商品や新規事業の開拓および海外事業の強化を図ったことに加え、
 環境事業の売上高増加の影響もあり、平成１５年度実績に比べ、増益。

　　ｃ．都市開発事業 　　   ＋９億円  (13億円→22億円）

（内容）  分譲マンションの引渡の増加により増益。

　　ｄ．ＬＳＩ事業  　  △２７億円  (45億円→18億円）

（内容） 　デジタルカメラ向け製品の売上減少により減益。

以　　　　上

平成16年度 平成17年度
実績 見込み

設備投資額 1,572 1,600程度
減価償却費 1,797 1,800程度

(注）固定資産減損損失　753億円の内訳

遊休資産 257
賃貸資産 85
ゴルフ場 410
合　計 753 億円
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